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～ 条例制定の背景 ～ 

   

１ 暴力団の資金獲得活動の多様化・巧妙化 

暴力団は、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。 

以下、本解説において「暴力団対策法」という。）」第２条第２号に「その団体の構成員 

（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行 

うことを助長するおそれがある団体をいう。」と定義されており、反社会的勢力であるこ 

とが法的に位置づけられた団体です。 

 実際に、暴力団は市街地で拳銃を使用して殺傷事件を起こすなどして、国民の生活に 

大きな脅威となっていますが、暴力団が拳銃などの武器や違法薬物などを手に入れるこ 

とができるのは、それらを購入する資金があるからです。 

 暴力団は、時代の変化や警察による取締りの強化に合わせて資金獲得活動を多様化・ 

巧妙化させ、その組織実態を隠ぺいしながら、建設業、不動産業、金融・証券市場など 

の各業種に進出して、一般社会での資金獲得活動を活発化させています。 

 

２ 暴力団対策の状況（暴力団対策法改正による規制強化と資金を与えないな 

どのための暴力団排除条例制定の動き） 

 暴力団対策法は平成４年に施行後、暴力団の活動実態の変遷に対応しながら、暴力的 

要求行為の追加、準暴力的要求行為の禁止及び代表者の損害賠償責任などの追加改正を 

重ね、指定暴力団に対する規制を強化しています。また、平成２４年の一部改正では「国 

及び地方公共団体の責務」に「指定暴力団員などを売買等の契約に係る入札に参加させ 

ないよう必要な措置を講ずること」「事務又は事業において暴力団員による不当な行為の 

防止及びそれにより生じた不当な影響の排除に努めること」が加えられ、国や地方公共 

団体が暴力団排除に努めることが暴力団対策法に明記されました。 

 暴力団対策法は、指定暴力団員などを直接的に規制することを主な内容としています 

が、社会悪である暴力団を弱体・壊滅させ市民の安心で安全な生活を確保するためには、 

警察による取締りに加え、社会全体で暴力団に資金を与えないことが重要との考えから、 

全国で暴力団排除の気運が高まり、各業種で暴力団排除の対策が取られるようになりま 

した。 

 また、全国の自治体において暴力団排除条例の制定が進み、都道府県については平成 

２３年１０月までに全国４７都道府県全てで施行となりました。 

 新潟県では、平成２３年８月１日に新潟県暴力団排除条例（平成２３年新潟県条例第 

２３号。以下本解説において「県暴力団排除条例」という。）が施行されています。 

 

３ 新潟市暴力団排除条例制定の必要性 

 県暴力団排除条例では、県内事業者及び暴力団員の一定の違反行為に対し、行政措置 

や罰則が科せられ、この行政措置や罰則は本市にも及びます。 

 しかし、 

○ 県暴力団排除条例には、本市の事務事業における暴力団排除措置は規定されて 

いない。 

○ 青少年に対する暴力団排除教育に関して、本市内の学校等の教育機関に幅広く 

教育を実施するためには、本市も青少年に対する暴力団排除教育の措置を講じ、 

青少年が暴力団に加入せず暴力団員による犯罪の被害を受けないようにするため 

の適切な措置を講ずる必要がある。 
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○ 県暴力団排除条例では、事業者の行う事業に関してのみ暴力団員に対する利益 

の供与等を禁止しているが、市民生活全般においても「暴力団を利用すること」「暴 

力団の威力を利用すること」を禁止することが、実効性のある暴力団排除につな 

がる。 

 ことから、本市においても暴力団排除のための対策を講じる必要があります。 

  本市には暴力団組織が存在し、暴力団員が活動しています。 

 また本市は、本州日本海側最大の都市として国際空港、港湾、新幹線、高速道路網な 

どが整備され、日本海側の中枢拠点、環日本海地域の国際交流拠点となっていることか 

ら、今後、県内の暴力団はもとより他県の暴力団が本市に流入し、資金獲得活動を活発 

化させることも考えられます。 

 本条例は、このような暴力団情勢にかんがみ、本市における暴力団排除に関する施策 

の総合的な推進を図り、市民の安心で安全な生活の確保と社会経済活動の健全な発展に 

寄与することを目的として制定しました。 
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１ 趣旨 

  本条は、この条例が暴力団排除を推進することにより「市民等の安心で安全な生活の 

確保」と「社会経済活動の健全な発展に寄与すること」を目的としていることを定めて 

います。 

 

 

２ 解説 

（１） 「暴力団排除」については第２条に定義しています。 

（２） 「市」とは、新潟市自治基本条例（平成２０年新潟市条例第１号）第２条第３号 

に規定する「市」をいい、市長、市教育委員会などの市の執行機関、水道事業及び 

病院事業の公営企業管理者、市議会からなる基礎自治体としての新潟市をいいます。 

 

新潟市自治基本条例 

第２条 この条例において次の各号に定める用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによります。 

（１）略 

（２）市長等 市長その他の執行機関及び公営企業管理者をいいます。 

（３）市 議会及び市長等をいいます。 

 

（３） 「市民等」については、第２条に定義しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（目的） 

第１条 この条例は、本市における暴力団排除(1)に関し、基本理念を定め、並びに市(2) 

及び市民等(3)の責務を明らかにするとともに、暴力団排除に関する施策の基本となる事

項を定めることにより、暴力団排除を推進し、もって市民等の安心で安全な生活を確保

するとともに、社会経済活動の健全な発展に寄与することを目的とする。 
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（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１） 暴力団排除 暴力団又は暴力団員による不当な行為(1)ｱ を防止(1)ｲ し、及び当該

行為が市民生活又は社会経済活動に与える不当な影響(1)ｳ を排除する(1)ｴ ことを 

いう。 

（２） 暴力団(2)  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

   ７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

（３） 暴力団員(3)  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に

  規定する暴力団員をいう。 

（４） 市民等(4) 市内に住所(5) を有する者、市内で働き、又は学ぶ者及び市内で事業

  活動(6)  その他の活動(7) を行うものをいう。 

 

 

１ 趣旨 

  本条は、この条例における用語の定義を定めたものです。 

 

２ 解説 

（１） 第１号の「暴力団排除」の説明は次のとおりです。 

  ア 「暴力団又は暴力団員による不当な行為」とは、暴力団又は暴力団員（以下この 

号において「暴力団員等」という。）による行為で市民等に不安や迷惑を覚えさせる 

反社会的な行為をいい、詐欺や恐喝等の刑法犯罪及び暴力団対策法に規定する暴力 

的要求行為等の禁止行為も含みます。 

  イ 「（不当な行為を）防止し」とは、暴力団員等の不当な行為による被害を防止する 

ための仕組みを構築すること、実際に不当要求等の不当な行為を受けた際には毅然 

として対応し要求を断ることなどをいいます。 

  ウ 「（市民生活又は社会経済活動に与える）不当な影響」とは、  

○ 市民等が暴力団員等による犯罪や暴力的要求行為の被害者となってしまうこと 

○ 暴力団員等からの暴力的要求行為に応じて資金を提供することにより市民等に 

 経済的な損失が生じること 

○ 青少年が暴力団に加入することは暴力団組織の維持拡大につながり、また青少 

年自身が犯罪行為に手を染めてしまう可能性が高くなること 

   などをいいます。 

  エ 「（不当な影響を）排除する」とは、 

○ 犯罪被害に関し、暴力団員に損害賠償請求を行う等の被害回復を図ること 

○ 不当要求に応じている場合は、暴力団員との関係遮断を図ること 

○ 青少年を暴力団に加入させないようにすること 

   など、 

暴力団員等に利益を与えないこと 

暴力団員等との関係を遮断すること 

をいいます。 

（２）  第２号の「暴力団」とは、暴力団対策法第２条第２号に規定する、「その団体の構 

成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不法行 

為等を行うことを助長するおそれがある団体」をいいます。 
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（３）  第３号の「暴力団員」とは、暴力団対策法第２条第６号に規定する、「暴力団の構 

成員」をいいます。 

 暴力団対策法は、暴力団のうち一定の要件に該当する団体を「指定暴力団」とし 

て当該指定暴力団の構成員による一定の反社会的な行為等を規制していますが、本 

条例は、指定暴力団及びその構成員に限定せず、指定暴力団及びその構成員を含む 

「暴力団及び暴力団員」を本市から排除することを目的としています。 

（４） 第４号の「市民等」とは、地方自治法（昭和２２年法律６７号）第１０条に定め 

る「住民（市内に住所を有する者で、外国人市民や法人を含む。）」のほか、市内の 

事業所に勤務している人や市内の学校に通学している人、市内で市民活動や事業活 

動などさまざまな活動を行っている個人や団体（法人格のない団体も含む。）をいい 

ます。 

（５） 「住所」とは、民法第２２条に規定する「各人の生活の本拠」をいい、住民登録 

の有無は問いません。 

（６） 「事業活動」とは、一定の目的をもって反復継続的に遂行される同種の行為の総 

   体をいい、その事業の準備も含まれます。営利目的か否かは問いません。 

（７） 「その他の活動」とは、事業活動にあたらない活動をいい、例えば、サークル活 

動団体等が単発的な催し物を開催するなどの場合をいいます。 
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（基本理念） 

第３条 暴力団排除は、市及び市民等が、暴力団が市民生活及び社会経済活動に不当な影

響を与えるものである(1) という認識の下に、暴力団を利用しないこと(2)ｱ、暴力団に資

金を提供しないこと(2)ｲ 及び暴力団を恐れないこと(2)ｳ を基本として、市、市民等、関

係機関(3) 及び関係団体(4) が相互に連携し、及び協力して(5) 推進されなければならな 

い。 

 

 

１ 趣旨 

  本条は、本市からの暴力団排除を推進する上での基本理念について定めたものです。 

 

２ 解説 

（１） 「暴力団が市民生活及び社会経済活動に不当な影響を与えるものである」とは、 

暴力団は 

○ 暴力団対策法第２条第２号のとおり、その団体の構成員が集団的にまたは常習 

的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれのある団体であること 

○ 市民等に対する暴力、対立抗争、更には示威活動などにより市民等の安全で平 

穏な生活を脅かしている存在であること 

○ 組織的に行使する暴力及び暴力団対策法第９条に規定する暴力的要求行為等、 

その威力を利用して行う資金獲得活動等により社会経済の健全な発展に悪影響を 

及ぼしていること 

などの実態をいいます。 

（２） 本条における、「暴力団を利用しない」「暴力団に資金を提供しない」「暴力団を恐 

れない」は、暴力団排除・暴力追放の「三ない運動」として広く普及している概念 

であり、本市からの暴力団の排除を推進するうえでの基本的な在り方を示したもの 

です。 

  ア 「暴力団を利用しないこと」とは、暴力団が保有する組織としての威力、人員、 

金銭その他一切のものを利用しないことをいいます。 

  イ 「暴力団に資金を提供しないこと」とは、暴力団員からの不当な要求に対して資 

金を提供しないことをはじめ、暴力団や暴力団員に対して一切の資金の提供を行わ

ないことをいいます。 

  ウ 「暴力団を恐れないこと」とは、反社会勢力である暴力団の存在を許さず、不当 

要求に屈しないという強い意思を保持することをいいます。 

（３）  「関係機関」とは、国の行政機関、新潟県（知事部局、新潟県教育委員会などの新

潟県の執行機関、新潟県警察本部を含む。以下本解説において「県」という。）、そ

の他周辺市町村をはじめとする他の自治体をいいます。新潟県警察本部（以下本解

説において「県警察本部」という。）には各警察署も含まれます。 

（４）  「関係団体」とは、公益財団法人新潟県暴力追放運動推進センター（以下本解説 

において「暴追センター」という。）や県内の各業種における暴力対策協議会など職 

域・地域による暴力団排除活動を行う団体をいいます。 

（５） 「相互に連携し、及び協力して」とは、組織的に活動する暴力団に対して、行政 

機関である市をはじめ、市民等、関係機関、関係団体が一丸となり、暴力団の排除 

に取り組むべき姿勢を示したものです。 

    本市は、平成２５年３月２２日に県警察本部と「新潟市が暴力団排除措置を講ず 
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るための連携に関するための合意書（別紙１）」を締結し、本市が第６条及び第７条 

の暴力団排除措置の実効性を確保するため連携していく体制をとっています。 
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（市の責務） 

第４条 市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、市民 

等の協力を得るとともに、関係機関及び関係団体と連携を図りながら、暴力団排除に関

する施策(2) を総合的に推進する責務を有する。 

 

 

１ 趣旨 

  本条は、「暴力団の排除に関する施策を総合的に推進する」という市の責務を定めたも 

 のです。 

 

２ 解説 

（１） 暴力団排除に関する施策を効果的に推進するためには、市民等の協力を得るとと 

もに、関係機関及び関係団体との連携を図る必要があることから、これを市の責務 

として定めたものです。 

 「関係機関」及び「関係団体」の説明は、第３条解説（３）及び（４）のとおり 

です。 

（２） 「暴力団排除に関する施策」とは、第６条に規定する市の事務・事業からの暴力 

団排除、第７条に規定する公の施設の管理業務や利用からの暴力団排除、第１０条 

に規定する青少年に対する教育等のための措置等のほか、暴力団排除イベントの開 

催、その他市民等に対する知識の啓発・情報の提供等、暴力団排除に関する様々な 

施策をいいます。 
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（市民等の責務） 

第５条 市民等は、基本理念にのっとり、暴力団排除のための活動 (1) に、自主的に、か

つ、相互に連携及び協力を図りながら取り組むとともに、市が実施する暴力団排除に関

する施策(2) に協力するよう努めなければならない。 

２ 市民等は、基本理念にのっとり、その行う事業活動(3) その他の活動 (4) により暴力

団に利益を与えることがないよう努めなければならない (5)。 

 

 

１ 趣旨 

  本条は、暴力団排除に関する市民等の役割の重要性を踏まえ、市民等の責務を定めた 

ものです。 

  第１項は、本条例の目的を実現するために、市民等が、暴力団排除のための活動を自 

主的に、かつ、相互の連携協力を図りながら取り組むべきであることを定めたものです。 

  第２項は、市民等が行う事業活動その他の活動において暴力団に利益を与えることが 

ないよう努めることを、市民等の責務として明確に定めたものです。市民等が事業活動 

その他の活動を営むに当たって、暴力団に利益を与えないよう措置を講ずることは、事 

業活動等の健全性及び適切性を確保し、社会的責任を果たすために重要かつ必要なこと 

であり、さらには企業防衛や自己防衛の観点からも不可欠なものです。 

 

２ 解説 

（１） 「暴力団排除のための活動」とは、第２条第１号に定義する「暴力団排除」のた 

めの活動をいいます。 

具体的には、第１０条第２項に規定する青少年に対する指導助言等を行うこと、 

第１１条第２項に規定する暴力団排除に資すると認められる情報を市又は県に提供 

すること、暴追センターが主催する不当要求防止責任者講習へ参加し対応要領を習 

得し実践すること、その他地域や職域の特性に合わせた関係遮断のための活動など 

をいいます。 

（２） 「市が実施する暴力団排除に関する施策」とは、第４条解説（２）の解説のとお 

   りです。 

（３） 「事業活動」とは、第２条解説（６）のとおりです。 

（４） 「その他の活動」とは、第２条解説（７）のとおりです。 

（５） 本項にいう「暴力団に利益を与えることがないよう努めなければならない」とは、 

市民等の責務としての努力義務を規定したものであり、第９条第２項に規定する市 

民等の禁止行為である「暴力団の運営に資することとなる利益の供与」が含まれる 

のはもちろんのこと、契約等の取引の際、相手方が暴力団又は暴力団員かどうか分 

からない場合であっても、あらかじめ利益を与えない対策を講ずるよう努めること 

をいいます。 

  具体的方法としては、 

○ 契約約款等に暴力団排除条項を整備する 

○ 県暴力団排除条例第１２条に規定する「取引の関係者の確認等」を実施する 

○ 平成１９年６月１９日犯罪対策閣僚会議幹事会申合わせ「企業が反社会的勢力 

による被害を防止するための指針（別紙２）」に基づく対応を実施する 

などが挙げられます。 
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新潟県暴力団排除条例 

（取引の関係者の確認等） 

第１２条  事業者は、その行う事業に関し、その取引の相手方、その取引の媒介を 

する者その他の関係者が暴力団員等でないことを確認し、その取引の相手方に対し

て、契約時において当該相手方が暴力団員等ではないことを書面で誓約させるなど

暴力団排除のための必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 事業者は、その行う事業に関して書面による契約を締結する場合において、契約

 の相手方が暴力団員等であることが判明したときは、催告することなく当該契約を

解除することができる旨を定めるよう努めるものとする。 
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（市の事務又は事業において講ずべき措置） 

第６条 市は、公共工事の契約その他の市の事務又は事業(1) により暴力団に利益を与える

 ことがないよう、暴力団、暴力団員及び暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき

 関係を有するもの(3)(4) を市が実施する入札に参加させないことその他の暴力団排除の 

ために必要な措置(5) を講ずるものとする。 

 

 

１ 趣旨 

  本条は、市が実施する事務又は事業において暴力団に利益を与えることがないように、 

つまり公金が暴力団の資金源となることを防止するために、暴力団、暴力団員及び暴力 

団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するものを市が行う事務及び事業か 

ら排除するために必要な措置を講ずることを定めたものです。 

また、暴力団排除を率先して行うべき市の責任も明らかにしています。 

 

２ 解説 

（１） 「公共工事の契約その他の市の事務又は事業」とは、市が発注する公共工事の契 

約のみならず、物品の製造請負又は買入れ及び借入れや役務の提供等の調達契約、 

物品の売払い、公有財産の貸付け又は処分の契約、貸付金の貸付契約、補助金や交 

付金等の交付、許認可、登録等、市が実施する事務・事業の全てをいいます。 

（２） 市の事務又は事業における排除対象者は、本条に規定する 

     ○ 暴力団 

     ○ 暴力団員 

     ○ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するもの 

   となります。 

（３） 「暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するもの」とは、次の 

アからオをいいます。 

  ア 役員等（法人である場合にはその役員、その支店又は営業所の代表者その他こ

れらと同等の責任を有する者を、法人以外の団体である場合には代表者、理事そ

の他これらと同等の責任を有する者をいう。）が暴力団員であるもの 

   （ア）「法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他これらと同 

等の責任を有する者」とは、 

      ① 業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者（監査役、

評議員、理事、監事等）をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有

する者であるかを問わず、法人に対して業務を執行する社員、取締役、

執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認めら

れる者。 

      ② 支配人、本店長、支店長、営業所長、事務所長その他いかなる名称を

有する者であるかを問わず、営業所、事務所その他の組織（以下「営業

所等」という。）の業務を統括する者。 

      ③ 営業所等において、部長、課長、支店次長、副支店長、副所長その他

いかなる名称を有する者であるかを問わず、それらと同等以上の職にあ

る者であって、事業の利益に重大な影響を及ぼす業務について、一切の

裁判外の行為をする権限を有し、又は当該営業所等の業務を統括する者

の権限を代行し得る地位にある者。 
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      ④ 事実上法人の経営に参加していると認められる者。 

     をいいます。 

   （イ）「法人以外の団体である場合は代表者、理事その他これらと同等の責任を有 

する者」とは、（ア）に準じ、その団体内における地位、その行う職務からみ 

て実質的に団体の経営又は運営に従事していると認められる者をいいます。 

   イ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与しているもの 

    上記アの「役員等」に暴力団員は存在しないものの、暴力団又は暴力団員が当 

該団体の経営に大きな影響力を与えている場合をいい、「暴力団員が株主又は出資 

者として事実上経営を支配している場合」「暴力団員が親族や関係者を役員等にあ 

てながら、実質的にはその暴力団員が経営権を支配している場合」などが該当し 

ます。 

   ウ 自己、その属する法人、法人以外の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目 

的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している 

もの 

 「不正の利益を図る目的」とは、公序良俗に反する態様で自己の利益を不当に 

図る目的をいいます。 

 「第三者に損害を与える目的」とは、第三者に対して財産上の損害や信用失墜 

等の有形無形の損害を加える目的をいいます。 

 「暴力団又は暴力団員を利用」とは、事業取引を有利に進めるためや私的紛争 

の解決などのために、実際に暴力団員に仲介を依頼することはもちろん、自らが 

相手方に対し「交流関係のある暴力団組織名又は暴力団員の氏名を告げる」「暴力 

団組織名入りの名刺を示す」「暴力団組織のバッジや代紋（暴力団の組織を表す紋 

章）を示す」などして、暴力団の影響力を相手方に認識させ、暴力団の威力を利 

用することを含みます。 

【主な例】 

○ 事業取引を有利に進めるために暴力団又は暴力団員を利用すること 

○ 下請参入や資材の納入等を受け入れさせるため暴力団又は暴力団員を利用す 

ること 

○ 債権の取立てに暴力団又は暴力団員を利用すること 

○ 債務の免除や猶予の要求に暴力団又は暴力団員を利用すること 

○ 交通事故等の示談交渉の際に暴力団又は暴力団員を利用すること 

○ 暴力団又は暴力団員を利用して、ライバル関係にある団体等に対し信用失墜 

に陥る行為や業務を妨害して財産上の損害を加える行為をすること 

  エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等暴力団の 

維持又は運営に協力し、又は関与しているもの 

 「資金等」とは、金銭、物品、有価証券等の財物のほか、労役の提供等といっ 

た財産上の利益を含みます。 

「便宜を供与する」とは、暴力団組織の円滑な運営に結果として役立つ行為を 

いいます。 

【主な例】 

○ みかじめ料として暴力団員に一定の金銭を支払うこと 

○ 多額又は定期的に暴力団へ資金等を提供すること 

○ 暴力団が組織として行う葬儀、出所祝い、誕生会、事務所開き等のいわゆる 

「義理かけ行事」に祝い金等の金品を与えること 

○ 暴力団員に車を提供する又は継続的に貸し与えること 
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○ 暴力団事務所に使用されることを知って不動産を提供又は売却若しくは賃貸 

すること 

○ 暴力団の興行に施設を提供すること 

○ 暴力団の「義理かけ行事」のために会場を提供又は貸し出すこと 

  オ その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するもの 

    「社会的に非難されるべき関係」とは、 

○ 暴力団員が関与する賭博、ノミ行為等に参加する 

○ 暴力団員と共犯事件で逮捕される 

などの暴力団員と共に犯罪行為を行っている場合のほか、 

○ 暴力団員又はその家族に関係する行事（結婚式、還暦祝い、ゴルフコンペ等） 

を頻繁に共にする 

○ 暴力団員と頻繁に贈答品をやりとりする 

○ 自らが主催するパーティー等その他の会合において暴力団員を招待し、又 

は暴力団員が参加するパーティーその他の会合に招待され、同席すること 

    など、暴力団又は暴力団員と密接に関係していることをいいます。 

 ただし、関係を有するに至った原因、暴力団員であることを知った時期やその 

後の対応、交際内容の軽重、交際の頻度等を個々具体的に検討します。 

（４） 「社会的に非難されるべき関係を有するもの」の「もの」とは、法律上の人格 

   者である自然人及び法人のほか、法人格（権利能力）なき社団・財団を含みます。 

（５） 「（市が実施する入札に参加させないことその他の）暴力団排除のために必要な 

措置」とは、 

ア 「暴力団、暴力団員及び暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を 

有するもの（以下この号及び次号第１項の解説において「排除対象者」という。） 

ではないことの確認のため、事務又は事業の相手方から排除対象者ではない旨の 

「誓約書」を徴収する。 

イ 平成２５年３月２２日に本市と県警察本部との間で締結した「新潟市が暴力団 

排除措置を講ずるための連携に関する合意書」に基づき、相手方が排除対象者で 

あるか否かについて照会する。 

ウ 警察への照会の結果排除対象者であることが判明した場合又は警察から排除対 

象者であることの通報を受けた場合は、 

○ 指名停止等措置要領に基づく指名停止等の措置を講ずる 

○ 契約や許可等をしないなど、事務事業の相手方としない 

○ 契約や許可等の後に排除対象者であることが判明した場合は、契約の解除 

や許可の取り消しを行う 

    などをいいます。 
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（公の施設(1) の管理における措置） 

第７条 市は、暴力団、暴力団員及び暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係

を有するもの (2) に公の施設の管理 (3) を行わせない (4) ものとする。 

２ 市長、教育委員会及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項

に規定する指定管理者 (5) は、公の施設の利用又は使用（公の施設において許可を受け

て行う物品の販売その他の行為(6) を含む。以下この項において同じ。）が暴力団の利益

となる (7) と認めるときは、当該公の施設の利用又は使用の許可又は承認（以下「利用

の許可等」という。）について定める他の条例（これに基づく規則を含む。以下この項に

おいて同じ。）の規定にかかわらず、当該条例の規定に基づく利用の許可等をせず、又は

これを取り消すことができる。 

 

 

１ 趣旨 

  本条は、市が設置する公の施設の管理から暴力団を排除することについて定めたもの 

です。 

  第１項は、市が設置する公の施設における「指定管理者の指定」に関し、指定管理料 

や利用料金が暴力団の資金源となることを防止するため、暴力団、暴力団員及び暴力団 

又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するものに公の施設の管理を行わせな 

いことを定めたものです。 

 第２項は、市が設置する公の施設において、暴力団の資金獲得及び示威活動等の暴力 

団の利益となる利用をさせないために、必要となる処分の根拠を定めたものです。 

  本項の主旨は、市民の福祉を増進する目的である公の施設において、暴力団組織の資 

金源や維持発展に寄与する利用を行わせないことです。暴力団員個人の私的な利用（例 

えば、個人又は家族で体育施設でスポーツをすることなど）まで排除対象とするもので 

はありません。 

 

２ 解説 

（１） 「公の施設」とは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条に基づき、 

   市が市民の福祉を増進する目的をもって市民の利用に供するために設けた、市の直 

営又は指定管理者により管理されている施設をいいます。具体的には「体育施設（体 

育館、運動広場、野球場、庭球場、武道場等）」「教育文化施設（博物館、美術館、 

図書館、文化会館、公民館、コミュニティセンター等）」「社会福祉施設（老人福祉 

施設、児童福祉施設、斎場等）」「基盤施設（駐車場、都市公園等）」をいいます。 

（２） 「暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するもの」とは、第６ 

条解説（３）のとおりです。 

（３） 本項にいう「公の施設の管理」とは、地方自治法第２４４条の２第３項の規定に 

基づいて本市が行う指定管理者による管理をいいます。 

（４） 「（管理を）行わせない」とは、排除対象者であると判明した場合、指定管理者と

して指定をしないことや指定を取り消すなどの措置を講ずることをいいます。 

（５） 「指定管理者」とは地方自治法第２４４条の２第３項の規定及び本市の各施設条 

例の規定（いわゆる「指定管理者制度」）に基づき、本市の公の施設の管理を行って 

いる法人又は団体をいいます。 

（６） 「公の施設において許可を受けて行う物品の販売その他の行為」とは、各施設条 

   例において行為の制限として規定されている物品の販売や広告等を配布する行為等 
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をいいます。通常の施設利用のほか、行為の制限における許可についても、暴力団 

の利益となる行為は排除対象となります。 

（７） 「暴力団の利益となる（利用又は使用）」とは、暴力団の勢力誇示や組織維持につ 

ながるような利用、又は施設を利用して得た収益金が暴力団の資金源となるような 

利用をいい、具体的には 

○ コンサート、格闘技イベント等の興行で、暴力団が主催するもの又は暴力団 

の収益になると認められるもの 

○ 暴力団員による公園等への露店出店 

○ 暴力団組長等の襲名披露式 

○ 斎場における暴力団員の組葬（式場の利用をいい、火葬場の利用は除く） 

○ 暴力団主催による脱法行為の研究会 

   などをいいます。 

（８） 第１項における排除対象者であるか否か及び第２項における暴力団の利益となる 

利用（又は使用）か否かは、第６条解説（５）イと同様の方法で県警察本部に確認 

します。 

   

地方自治法 

（公の施設）  

第２４４条 普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供

するための施設（これを公の施設という。）を設けるものとする。  

 

（公の施設の設置、管理及び廃止）  

第２４４条の２ 

３  普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があ 

ると認めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であつて当該 普

通地方公共団体が指定するもの（以下本条及び第二百四十四条の四において「指定

管理者」という。）に、当該公の施設の管理を行わせることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

16 

 

 

（市民等に対する市の支援等） 

第８条 市は、市民等が暴力団排除のための活動に、自主的に、かつ、相互に連携及び協

力を図りながら取り組むことができるよう、市民等に対し、暴力団排除に関する情報の

提供(1)  その他の必要な支援(2) を行うものとする。 

２ 市は、暴力団排除の重要性について市民等の理解を深めるとともに、暴力団排除の気

運を醸成するための広報その他の啓発活動(3) を行うものとする。 

 

 

１ 趣旨 

  本条は、暴力団排除のために、市が市民等に対して行う支援等について定めたもので 

す。 

  近年は全国的に暴力団排除の気運が高まっており、業界や企業ごとに暴力団排除の取 

り組みがなされています。しかし、個人事業者あるいは地域においては、暴力団排除活 

動の方法や暴力団から不当要求を受けた場合の対応要領等の情報を入手しにくいという 

現状もあります。 

市では、市民等に広く暴力団排除の重要性を広報するとともに、市民等が実効性のあ 

る暴力団排除活動に取り組むことができるよう、県警察本部や暴追センターなどの関係 

機関と連携し、市民等に対し、暴力団排除に関する情報の提供や必要な支援を行います。 

 

２ 解説 

（１） 「情報の提供」とは、暴力団排除活動の実例紹介、暴力団の活動実態や暴力団の 

犯罪情勢等、暴力団排除のための活動に資する情報の提供をいいます。提供方法に 

ついては、情報の内容により、市報やホームページで広く提供する場合と相談を受 

けたときに個別に提供する場合などがあります。 

 本条にいう情報には、個人が「暴力団員」又は「暴力団又は暴力団員と社会的に 

非難されるべき関係を有するもの」か否かの情報は含みません。 

（２） 「その他の必要な支援」とは、市民等が推進する暴力団排除のための活動に資す 

る支援全体を指し、具体的には、 

○ 暴力団員に対する対処方針及び対処方法に関する助言及び指導 

○ 業種又は地域に応じた暴力団排除活動を行うことについての助言及び指導 

    ○ 各種暴力団排除に関する行事への協力及び後援 

   などをいいます。 

    また、暴力団排除活動に取り組んだことなどにより、暴力団員から危害を加えら 

   れるおそれがあると認められる市民等に対しては、県警察本部と連携して、必要な 

   支援を行います。 

（３） 「広報その他の啓発活動」とは、暴力団員による不当な行為の防止に関する知識 

の普及や暴力団排除の気運の高揚などに資する活動をいいます。具体的にはポスタ 

ー・チラシ等の配布、メディア等の活用などがあります。 
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（市民等の禁止行為） 

第９条 市民等(1) は、債権の回収、紛争の解決その他目的のいかんを問わず、暴力団員の

利用(2)、自己が暴力団又は暴力団員と関係があることを相手方に認識させることによっ

てする威圧(3)  その他の暴力団の威力の利用(4) をしてはならない。 

２ 市民等は、暴力団、暴力団員又は暴力団員が指定するもの(5) に対し、暴力団の活動を

 助長(6) し、又は暴力団の運営に資することとなる(7) 利益の供与(8) をしてはならない。

 

 

１ 趣旨 

  本条は、市民等が、暴力団の威力を利用すること、暴力団員に対して利益を供与する 

ことを禁止したものです。 

県暴力団排除条例第１１条第１項では、事業者がその行う事業に関して暴力団の威力 

を利用することなどが禁止されていますが、本条は、事業性の有無にかかわらず市民等

が「暴力団を利用すること」「暴力団の威力を利用すること」「暴力団の活動を助長し又

は運営に資することとなる利益の供与」を禁止します。事業活動はもとより市民生活に

おいても、暴力団の威力を利用したり暴力団に対して利益を供与することは、本条例の

目的である「市民等の安心で安全な生活の確保」「社会経済活動の健全な発展に寄与」に

反する行為であるからです。 

 第１項では、市民等が暴力団を利用すること及び暴力団の威力を利用することを禁止 

し、第２項では暴力団等に対する利益の供与を禁止しています。 

    

新潟県暴力団排除条例 

（利益の供与等の禁止） 

第１１条 事業者は、第１８条第２項及び第３項に定めるもののほか、その行う事業

に関し、暴力団員等又は暴力団員等が指定した者に対し、次に掲げる行為をしては

ならない。 

 （１） 暴力団の威力を利用すること又は利用したことの対償として金品その他の

財産上の利益の供与（以下「利益の供与」という。）をすること。 

 （２） 前号に掲げるもののほか、情を知って、暴力団の活動を助長し、又は暴力

団の運営に資することとなる利益の供与（法令上の義務又は情を知らないで

した契約に係る債務の履行としてする利益の供与その他正当な理由がある 

場合にする利益の供与を除く。第１８条第３項及び第１９条第３項において

同じ。）をすること。 

 

２ 解説 

（１） 「市民等」とは、第２条解説（４）のとおりです。 

（２） 「暴力団員の利用」とは、事業取引を有利に進めるためや私的紛争の解決等のた 

めに暴力団員に仲介や処理を依頼することなどをいいます。 

（３） 「自己が暴力団又は暴力団員と関係があることを相手方に認識させることによっ 

てする威圧」とは、自己の有利のために、相手方に対し 

○ 交流のある暴力団組織名又は暴力団員の氏名を告げる 

○ 暴力団組織名入りの名刺を示す 

○ 暴力団組織のバッジや代紋を示す 

などの行為をいいます。 
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（４） 「威力」とは、人の意思を制圧するに足りる勢力をいいます。勢力は、客観的に 

みて相手方の自由意志を制圧するに足りるものであればよく、現実に相手方が自由 

意志を制圧されたことは要しません。 

「暴力団の威力」とは、暴力団に属していることにより発生する威力をいいます。

暴力団は、暴力を背景とした組織的で悪質・執拗な行為により、他を圧倒し服従 

   させる強い力を示すことを威力としており、暴力団に属していることは、そのよう 

な威力が発生します。 

 「暴力団の威力の利用」とは、自己の有利のために、暴力団の威力を相手方に認 

識させるなどして活用することであり、（３）の例示のほか、暴力団又は暴力団員の 

威力を利用する一切の行為をいいます。 

（５） 「暴力団員が指定するもの」とは、暴力団員が、市民等に対して利益の供与をす 

   る相手先として指定した自然人、法人、法人格を持たない団体をいいます。暴力団 

   員が、自ら利益の供与を受ける代わりに指定した第三者にこれを受けさせ、結果的 

に暴力団を利するという脱法的な行為に対応するため、市民等が「暴力団員が指定 

したもの」に対して利益の供与をする行為についても禁止します。 

（６） 「暴力団の活動」とは、暴力団が組織を維持・発展させていくために行う資金獲 

得活動のことをいい、違法か合法かは問いません。 

 「暴力団の活動を助長（する利益の供与）」とは、暴力団の資金獲得に協力したり 

資金獲得活動を助けたりすることとなる利益の供与全般をいいます。 

例えば、 

○ 資金の提供又は融資をすること 

○ 暴力団員が経営する会社と取引をすること 

○ おしぼり、門松、絵画、書籍その他の物品を購入すること 

○ みかじめ料や用心棒代を支払うこと 

○ 襲名披露式や出所祝い、組葬、興行などの開催にあたり会場を利用させるこ 

 と 

○ 興行のチケット販売を手伝う 

などをいいます。 

 また、事業活動における各種契約や市の事務事業などの契約や申請などの際、申 

請者が暴力団員であることを隠蔽するために自己の名義を利用させる行為（いわゆ 

る「名義貸し」）も、暴力団の活動を助長する利益の供与に該当します。 

本市を含めて県内各自治体においても暴力団排除条例が施行され、事務事業等に 

おいて暴力団排除措置が講じられ、民間企業においても契約約款等に暴力団排除条 

項の導入を進めています。このため、暴力団員が各種契約等の際に他人の名義を利 

用して暴力団としての属性を隠ぺいするなど、暴力団の活動の潜在化が進行してい 

るという状況が見受けられます。市民等が、暴力団員が自己を暴力団員であること 

を隠す目的であることを知りながら名義を使うことを許す行為や、市民等が暴力団 

員に成り代わって各種契約等の手続きを行うなどの「暴力団のためになる行為」に 

該当する利益の供与も禁止するものです。 

また、他人の名義を利用する（または利用させる）行為は、その態様により、詐 

欺・文書偽造等の刑法上の罪に問われることもあります。 

（７） 「暴力団の運営に資することとなる（利益の供与）」とは、暴力団組織の円滑な運 

営に結果として役立つこととなる利益の供与をいい、例えば、 

○ 暴力団事務所の用に供されることを知りながら建築・修繕（建設業法に基づ 

いて保安上危険な建築物に対して行政庁から改築の命令を受けた場合など正 
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当な理由がある場合を除く）等を行うこと 

○ 暴力団事務所の用に供されることを知りながら不動産契約を締結すること 

などをいいます。 

 水道法に基づく水道事業者による水道水の供給、電気事業法に基づく電気事業者 

による電気の供給、弁護士が刑事事件の弁護をするなど、法令上の義務にあたる場 

合は本項の利益の供与には該当しません。 

（８） 「利益」とは、金銭・物品・有価証券等の財物、債務の免除や役務の提供等とい 

った財産上の利益のほか暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することに 

なる行為全般をさします。本条例の目的である「市民等の安心で安全な生活の確保」 

「社会経済活動の健全な発展」の実現のために、暴力団組織及び暴力団員のいない 

新潟市を目指すものであり、本条の利益は財物や財産上の利益に限りません。 

 「（利益の）供与」とは、相手方に利益を提供し取得させることをいい、対価の有 

無は問いません。 
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（青少年(1) に関して講ずべき措置等） 

第１０条 市は、学校その他の教育機関(2) において、青少年が暴力団排除の重要性を認

識し、暴力団に加入せず、及び暴力団員による犯罪の被害を受けないようにするための

教育(3) が必要に応じて行われるよう、適切な措置(4) を講ずるものとする。 

２ 市民等は、地域、職域その他の社会のあらゆる分野において、青少年が暴力団排除の

重要性を認識し、暴力団に加入せず、及び暴力団員による犯罪の被害を受けないよう、

青少年に対する指導、助言その他の援助を行う(5) よう努めなければならない。 

 

 

１ 趣旨 

  本条は、青少年の暴力団への加入防止及び暴力団犯罪からの被害防止のため、市内の 

学校その他の教育機関において、青少年に対する暴力団排除の重要性に関する教育が行 

われるよう、市が適切な措置を講ずることや、市民等が、青少年に対して指導・助言そ 

の他の援助を行うよう努めることを規定したものです。 

  暴力団は社会に悪影響を与える存在ですが、暴力団を美化するような漫画、雑誌、映 

画などがあることも現実です。それらの影響を受けやすい青少年に対し、暴力団の実態 

を理解させることにより暴力団に対する誤った認識を払しょくさせ、青少年が暴力団に 

加入すること及び暴力団犯罪に巻き込まれることを防止する必要があります。また、青 

少年に対する教育及び指導を推進することは、将来の暴力団加入者の減少と暴力団組織 

の弱体化に効果があることから、市民等の安心で安全な生活の確保につながります。 

 

２ 解説 

（１） 「青少年」とは、概ね中学生から高校生までの年齢層を想定しています。その理 

由は、暴力団が社会に悪影響を与える存在であることへの理解が可能であることや、 

周囲に影響を受けやすく、暴力団への加入などの非行に走ることが比較的多い年齢 

時期であることからです。 

中学生から高校生までの年齢層を中心として、真に実効性のある暴力団排除のた 

めに必要があれば、短期大学、大学、専修学校の学生も対象とします。小学生につ 

いては、暴力団の排除についての十分な理解が難しい面があるため、犯罪の低年齢 

化傾向等、今後の状況を見極めながら必要に応じて措置を講ずることとします。 

（２） 「学校その他の教育機関」とは、市内の中学校、中等教育学校、高等学校、特別 

支援学校（中等部及び高等部に限る。）、専修学校などをいいます。 

（３） 本条にいう「教育」とは、暴力団の実態、暴力団の悪性、暴力団犯罪の特徴等を 

理解させることを目的とした教育をいいます。具体的な方法としては、青少年用暴 

力団排除リーフレットの配付や、警察職員の派遣による講習等が挙げられます。 

（４） 「適切な措置」とは、リーフレットの作成や警察職員などの講師の派遣を依頼す 

ることなど、当該教育を円滑に推進するために講ずべき措置をいいます。 

（５） 「指導、助言その他の援助を行う」とは、例えば、「暴力団関係者が経営する飲食 

店等を客として利用したり、働いたりしないよう助言すること」「暴力団の資金源と 

なる薬物の乱用や暴力団の影響を受けやすい暴走族への加入を阻止するため指導す 

ること」などをいいます。 
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（新潟県等に対する暴力団排除に資する情報の提供） 

第１１条 市は、暴力団排除に資すると認められる情報(1) を得たときは、新潟県(2) に対

し、当該情報を提供するものとする。(3) 

２ 市民等は、暴力団排除に資すると認められる情報を得たときは、市又は新潟県(4) に対

し、当該情報を提供するよう努めなければならない。 

 

 

１ 趣旨 

  本条は、暴力団排除を効果的に推進するために、暴力団排除に資する情報の提供につ 

いて定めたものです。  

  第１項は、本市が暴力団排除の施策を推進していく中で、暴力団に関する様々な情報

を入手することが考えられることから、こうした情報を県に対して提供することにより、

警察による暴力団員の取締りのほか、県が行う暴力団排除のための施策に反映させるな

どの効果的な暴力団排除を推進するため、市から県に対する情報提供について定めたも

のです。 

  第２項は、市民等は社会生活を営む上で暴力団に関する様々な情報に遭遇することが 

考えられます。そのような情報を本条例や県暴力団排除条例で定める施策へ反映させ暴 

力団排除を推進することが、市民等の安心で安全な生活の確保につながることから、市 

民等に対し、暴力団排除に資する情報を市又は県へ情報提供するよう努めることを規定 

したものです。 

 

２ 解説 

（１） 「暴力団排除に資すると認められる情報」とは、暴力団犯罪に関する情報のみな 

らず、暴力団の活動実態に係る情報、暴力団の組織実態に関する情報等です。 

 具体的には、 

○ 企業Ａは暴力団Ｂ会の幹部Ｃが実質的に経営する企業である。 

○ 企業Ｄは地元対策費と称して暴力団Ｅ一家に利益供与をしている。 

○ 企業Ｆは暴力団員が経営に関与しているといわれるＧ社やＨ社ばかりを下 

請けに参入させている。 

○ 暴力団Ｉ組はＪ地区の飲食店からみかじめ料を徴収している。 

○ 最近、Ｋマンションの２階に暴力団員風の者が多数出入りするようになっ 

た。組事務所があるかもしれない。 

   などの情報をいいます。 

    また、暴力団排除活動に取り組んだことなどにより暴力団員から危害を加えられ 

   るおそれがあるとの情報や相談も、警察と連携して保護措置を講ずるための暴力団 

   排除に資する情報に該当します。 

（２） 「新潟県」とは、主に県警察本部、各警察署をいいます。 

    主に、本市市民生活部市民生活課（以下本項解説において「市民生活課」という。） 

から県警察本部刑事部組織犯罪対策第二課に提供することとなります。 

（３） 「提供するものとする」とは、第２項で規定する市民等における情報提供に関す 

る努力義務規定よりも義務の程度が高い規定になっています。これは、暴力団排除 

の先駆者であるべき市としての社会的責任の重さから導かれるものです。 

（４） 本市における暴力団排除担当部署は市民生活課です。「新潟県」とは、主に県警察 

本部、各警察署をいいます。 
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（その他） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

 

 

１ 趣旨 

  本条は、この条例に規定されている事項のほかに、施行に必要がある場合は、市長が 

別に定めることについて規定したものです。 



　別紙１



新潟市が暴力団排除措置を講ずるための連携に関する合意書 

 

 新潟市長、新潟市教育委員会教育長、新潟市水道事業管理者及び新潟市病院事業管

理者（以下これらを「甲」という。）と新潟県警察本部長（以下「乙」という。）は、

新潟市暴力団排除条例（平成２４年新潟市条例第６１号。以下「条例」という。）第

６条及び第７条の規定の実効性を確保するため、甲が暴力団排除措置を講ずるための

甲と乙との連携に関し、次のとおり合意する。 

 

 

（定義） 

第１条 この合意書において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると 

ころによる。 

 (1) 事務又は事業 新潟市が行う次に掲げる事務又は事業をいう。 

 ア 建設工事、設計・測量・建設コンサルタント、物品の製造請負又は買入れ及 

び借入れ、役務の提供等の調達契約 

  イ 物品の売払い 

  ウ 公有財産の貸付け又は処分の契約 

  エ 貸付金の貸付契約 

  オ 補助金、交付金等の交付 

  カ 許認可、登録 

  キ その他暴力団に利益を与えるおそれのある事務又は事業 

  (2) 公の施設 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条第１項に規定す 

る新潟市が設置した公の施設をいう。 

(3) 暴力団 条例第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

(4) 暴力団員 条例第２条第３号に規定する暴力団員をいう。 

 (5) 暴力団排除措置 条例第６条及び第７条に規定する措置をいう。 

  

（排除対象者） 

第２条 暴力団排除措置の対象となるもの（以下「排除対象者」という。）は、次に

掲げるものとする。 

(1) 暴力団 

(2) 暴力団員 

(3) 役員等（法人である場合にはその役員、その支店又は営業所の代表者その他こ

れらと同等の責任を有する者を、法人以外の団体である場合には代表者、理事そ

の他これらと同等の責任を有する者をいう｡）が暴力団員であるもの 

(4) 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与しているもの 

(5) 自己、その属する法人、法人以外の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目

的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している



もの  

(6) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等暴力団の

維持又は運営に協力し、又は関与しているもの 

(7) その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するもの 

 

（規程の整備） 

第３条 甲は、暴力団排除措置を講ずるために、必要に応じ、所要の規程を整備する

ものとする。 

２ 乙は、甲が行う事務又は事業により暴力団を利することとならないようにするた

め、所要の規程を整備する必要があると認めるときは、その旨を甲に要請すること

ができる。 

 

（排除対象者であるかの確認のための照会及び回答） 

第４条 甲は、暴力団排除措置を講ずるため、事務又は事業若しくは公の施設の指定 

管理者の指定（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に基 

づく公の施設の指定管理者の指定をいう。以下同じ。）の相手方が排除対象者であ 

るか否かについて、別記様式第１号により乙に照会することができる。 

２ 乙は、前項の規定による照会があったときは、別記様式第２号により甲に回答す

るものとする。 

 

 （公有財産等の使用状況に関する照会及び回答） 

第５条 甲は、暴力団排除措置を講ずるため、「市が所有している財産又は市が処分 

 した財産（制限する期間内）（以下「公有財産等」という。）」の使用に関し、暴力 

団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に規定する 

事務所の用途に供されているか否かの確認のため、当該公有財産等の使用状況につ 

いて、別記様式第３号により乙に照会することができる。 

２ 乙は、前項の規定による照会があったときは、別記様式第４号により、甲に回答

するものとする。 

 

 （公の施設の利用に関する照会及び回答） 

第６条 甲は、公の施設の利用が暴力団の利益になると認められるか否かについて、

別記様式第５号により乙に照会することができる。 

２ 乙は、前項の規定による照会があったときは、別記様式第６号により、甲に回答

するものとする。 

  

（通報） 

第７条 乙は、第４条から第６条の規定による場合のほか、甲が行う事務又は事業若

しくは公の施設の指定管理者の指定の相手方が排除対象者であると認めた場合、市



有財産が暴力団の事務所の用に供されていると認めた場合又は公の施設の利用が

暴力団の利益になると認めた場合は、別記様式第７号により甲に通報するものとす

る。 

 

 （結果の通知） 

第８条 甲は、第４条第２項、第５条第２項又は第６条第２項の規定により排除対象

者等である旨の回答又は前条の規定による通報を受けた場合において、暴力団排除

措置を講じたときはその具体的内容を、講じなかったときはその理由を別記様式第

８号により乙に通知するものとする。 

 

 （不当介入への対応） 

第９条 甲は、甲が行う事務又は事業の相手方に対し、当該事務又は事業に関し排除

対象者又は排除対象者のおそれがある者から不法行為又は不当な要求を受けた場

合は，速やかに警察に通報するよう指導するものとする。 

 

 （情報管理） 

第 10 条 甲及び乙は、この合意書の運用により取得した個人情報を適正に管理し、

当該個人情報をこの合意書に定める暴力団排除措置の目的以外には使用しないも

のとする。 

 

 （連携） 

第 11 条 甲及び乙は、甲が暴力団排除措置を講ずるに当たり、情報交換又は具体的

事案への対処のため必要があるときは、協議するものとする。 

２ 甲は、暴力団排除措置を講ずるに当たり、当該暴力団排除措置の対象者から不法

行為又は不当な要求を受けるおそれがあると認めるとき、当該暴力団排除措置の対

象者から訴訟を提起されることが予想されるときその他必要があるときは、乙に対

して支援及び協力を求めることができる。 

３ 乙は、前項の規定による支援及び協力の求めがあった場合は、甲に対し必要な支

援及び協力を行うものとする。 

 

 （適用除外） 

第 12 条 甲による暴力団排除措置に関し、法令等に定めがある場合又は別に合意書

等を締結している場合は、第４条から第８条までの規定は適用しないものとする。 

 

 （協議） 

第 13 条 甲による暴力団排除措置に関し、この合意書に定めのない事項又は合意書

の運用に必要な事項については、その都度甲及び乙が協議の上、決定するものとす

る。 





(1)

                                                 

別紙２
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(3)

                                                 




